
番号 交付対象事業の名称 所管

計画申請時の事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算の根拠（対象、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
始期

事業
終期

事業実績
総事業費
（実績額）
単位：円

交付金
充当額

単位：円

効果検証
（事業の評価）

1
定額減税補足給付金
（不足額給付）

税務課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を
維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者2,604人（58,290千
円）うちR７計画分
事務費　1,341,000円
事務費の内容【需用費（事務用品等）役務費（郵送料等）として支出】
④定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者数（2,604人）

R7.6.13 R7.12.22

物価高が続く中で低所得者の方への支援を行うことで自己負担を軽減し、低所得世帯
に対して給付金を支給することにより生活の下支えを行うことができた。
給付金：51,660,000円(対象者数：1,622人)
事務費　828,461円［通信運搬費：609,606円、消耗品費(封筒代等)218,855円］
【合計】52,488,461円

52,488,461 52,488,461

低所得者に対して給付金を給付したこと
で、電力・ガス・食料品等の価格高騰によ
る負担増の影響が大きい低所得者の生活を
支援することができた。令和5年所得に比
べ、令和6年所得が減少した方には、プッ
シュ方式を採用し、より早い給付に努め
た。申請に来られた方からは、「生活必需
品の購入が出来、負担が軽減される。」と
いった意見が多数あり、本制度の物価高騰
対策によって負担をより強いられる低所得
世帯の生活支援が図られたと評価できる。

2
内子町農業資材価格
高騰対策支援
事業

農林振興課

①農業施設資材の価格高騰を受けながらも、町の基幹産業である農業を営んで
いる農家（個人・法人）に対し、農業施設資材
の価格高騰による影響の軽減を図る。
②新しく農業施設資材を購入した農家（個人・法人）に対し、価格高騰分（取
得価格の20％）を補助する。
③新規農業施設資材導入農家　20件
　補助対象経費　22,000,000円
　補助金額　4,400,000円
④年間100万円以上の売り上げがある農家（個人・法人）

R7.4.1 R8.3.25

農業施設資材の価格高騰を受けながらも、町の基幹産業である農業を営んでいる農家
（個人・法人の年間100万円以上の売上がある農家）に対し、農業施設資材の価格高
騰による影響の軽減を図った。

新規農業施設資材導入農家　11件
補助金額　2,849,000円

2,849,000 2,849,000

事業を実施した全経営体に聞き取り調査を
し、今年度も100％営農を継続している。
このことからも農業資材等の高騰の影響を
低減する一助となり、町の基幹産業である
農業の持続可能性に寄与していると評価で
きる。

3

内子町暮らし応援商
品券給付事業
（R6補正分）
（R7予備費分）

企画情報課

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた町民の家計を支援する
とともに、地域経済の一層の振興を図る。
②課税世帯に1世帯当たり15,000円分の内子町暮らし応援商品券を給付する。
③交付金（商品券換金）15,000円×4,700世帯=70,500,000円
　消耗品費（封筒、用紙、トナー、保存箱等）800,000円
　印刷製本費（商品券、チラシ等）1,445,000円
　通信運搬費2,876,000円
　振り込み手数料110円×1,100件=121,000円
　委託料（システム改修）550,000円
　備品購入費（計数機）249,000円
　合計76,541,000円（内R6補正分71,541,000円、R7予備費分5,000,000円）
④令和7年4月10日において町の住民基本台帳に記録されている世帯で、かつ、
世帯に1人以上令和6年度の住民税均等割が
課税されている者がいる世帯

R7.4.10 R8.4.27

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている町民（課税世帯4,307世
帯）に対し、町内登録店舗で使用できる商品券を配布し、生活支援と地域内経済の活
性化を図った。

【内訳】
　・消耗品費　587,493円
　・商品券印刷代　795,850円
　・郵送料　2,500,338円
　・振込手数料　67,100円
　・システム改修委託料　440,000円
　・備品購入費　248,445円
　・商品券換金　63,061,000円
　合計　67,700,226円

67,700,226 67,700,226

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影
響を受けた町民（課税世帯）に対し、町内
登録店舗で使用できる商品券を配布。事業
計画において商品券の使用率を85.0％以上
としていたが、決算における商品券の使用
率は97.6％となったことから、本事業は物
価高騰の影響を受けている町民の生活支援
と地域内経済の活性化が図られたと評価で
きる。

4
物価高騰対策給食費
補助事業

学校教育課

①物価上昇に伴う学校給食に係る食材費の高騰を受け、それによる園児及び児
童生徒の保護者の経済的負担を軽減する。
②給食に係る物価高騰分の食材費
③令和7年度給食に係る経費物価高騰分（教職員分は含まない）
　子供一食当たりの高騰分のうち50円を支援
　〈総務省2020年基準消費者物価指数（食料）の物価上昇率を基に算出（内子
町の一食平均2020年261円-2026年10月315円
＝-54円）〉
　一食当たりの支援50円×年間給食数188,280食　　計9,414,000円
④園児・児童・生徒　計1,046人

R7.4.10 R8.4.30
物価上昇に伴う学校給食に係る食材費の高騰を受け、それによる園児及び児童生徒の
保護者の経済的負担軽減を図るため、給食費に係る物価高騰分の食材費に充当した。
　園児・児童・生徒一食当たり50円×171,611食＝8,580,550円

8,580,550 8,580,550

給食費の負担は子育て世帯の家計に直接影
響が及ぶものであり、給食費徴収率100％と
なったことからも、子育て世帯の負担を軽
減できたと評価できる。

5
内子町特定教育・保
育施設副食費支援補
助事業

こども支援課

①食料品等価格の高騰の影響を受けた町内の特定教育・保育施設に対し、補助
金を交付することにより、満３歳以上教育・保育給付認定子どもに係る保護者
が施設に支払うべき食事の提供（副食の提供に限
る。）に要する費用への転嫁をすることなく、給食の質の確保と食材購入経費
の負担軽減を図る。
②補助金　子ども1人当たり基準月額：副食費免除基準額4,900円－現行の保護
者負担額4,500円＝400円
③対象4施設　基準月額400円×対象者115人×12カ月＝552千円
④町内の認可保育園

R7.12.12 R8.3.25
食料品等価格の高騰の影響を受けた町内の特定教育・保育施設に対し補助金を交付し
た。
●補助金額　保育園４施設　514,800円

514,800 514,800

食料品等価格の高騰の影響を受けた町内の
保育園に対し補助金を支給したことによ
り、高騰分を利用者の副食費負担金に転嫁
をした施設はゼロであった。また、施設管
理者からは、給食の質を落とさずに提供で
きたと話があったことから、本事業により
施設の負担軽減が図られ、併せて園児に対
する安定した良質な給食提供の両立を実現
したと評価できる。

令和7年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業及び効果検証シート（令和8年5月25日現在）


